
幼児用救命胴衣の浮遊性能評価に関する調査研究 
(14 年度)(抄) 

 
１．事業目的 
 小型船舶に搭載される小型船舶用救命胴衣の中で、従来の小児用より小さい幼児

用救命胴衣について自己復原性を備えたものが新たに規定され、常時着用化が義務

付けられる予定である。 
救命胴衣の水中における浮遊性能を評価するためには、一般にその救命胴衣が対象

とするサイズに合った人体被験者による浮遊試験が行われている。 
 この方法で、大人用及び小児用救命胴衣の性能評価が可能であるが、幼児用につ

いては、幼児被験者による有効な浮遊試験等が困難である。 
 このため､幼児被験者の代わりとなり、幼児用救命胴衣の浮遊性能を評価するため

に必要な幼児ダミーを製作し、これにより、幼児用救命胴衣の評価方法を確立し、

この種の胴衣を普及させることを目的とする。 
 
２．事業の内容(計画) 
 体重９kg（日本人幼児１歳～２歳に相当）、14.5kg（日本人幼児３歳～４歳に相当）
及び18kｇ（５歳～６歳に相当）を想定して、日本人の幼児の特性を把握した上で、
幼児ダミーを製作し、幼児用救命胴衣の浮遊性能評価方法及び試験法を確立する。 
（１）初年度においては、次の事項について調査研究を行う。 

① 日本人幼児（１歳～２歳､３歳～４歳及び５歳～６歳を対象）の人体計測

値調査及び幼児の人体測定、重心測定等、 
② ３歳～４歳用の幼児ダミーの調査及び製作 
③ 幼児ダミーによる浮遊試験の実施 
④ 幼児用救命胴衣性能評価法の検討及び自己復原性の評価法の確立 

 
３．事業の実施結果及び成果 

3.1 実施結果 

 平成 14 年度事業計画にもとづき、事業遂行にあたり「幼児用救命胴衣の浮遊性

能評価に関する調査研究委員会」を３回開催し、所要の審議、検討を行い、所期

の成果を挙げた。 
 この間、作業部会を４回開催し、試作品の評価、検討等を行った。 

①日本人幼児１歳～６歳児の体形について、文献調査及び幼児被験者による人体

各部位の寸法、体積、重量及び重心等を測定 
②幼児ダミー(３歳～４歳の幼児、標準体重 14.5kg)の設計及び製作 

(参考)製作した幼児ダミーを写真１に示す。 



③４種の性能の異なる評価用の救命胴衣(幼児３歳～４歳用)の製作 
④浮遊試験の実施 

a.幼児被験者による浮遊試験の実施 
b.幼児ダミーによる浮遊試験の実施 

(参考)幼児ダミーによる浮遊試験の状況を写真２に示す。 
 
各データを解析・評価し、幼児用救命胴衣(３歳～４歳用)の浮遊性能の評価方法(案)
を作成した。 
なお、次年度は、14 年度より小型の人体代替の試験用幼児ダミー２体を製作し、
幼児用救命胴衣の浮遊性能の評価方法を総合的に確立する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真１ 3.5 歳幼児ダミー        写真２ 幼児ダミーによる浮遊
試験の状況 

 
3.2 事業の成果 

平成 14年度は、２ヵ年事業の初年度として、幼児ダミーによる救命胴衣の評
価方法を確立するため、先ず、日本人幼児１歳～６歳までの体形を把握するた

め、各種文献の調査及び幼児被験者各部位の寸法、体積、重量、また、全体の

重心等を実測して、幼児用ダミーの標準的な仕様を定めた。これにより、３～

４歳の幼児で標準体重 14.5kg に相当する幼児ダミーを設計･製作して、４種の
性能の異なる救命胴衣を用いて、幼児ダミーと被験者による浮遊性能の比較試

験を実施し、３歳～４歳用の幼児ダミーによる救命胴衣の性能評価方法（案）

を作成した。 
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